原口総務大臣と自治労四役との会見（速報）

※この情報は、ホームページやチラシ等には掲載せず、組織内の意思統一用として取り扱ってください。

　自治労は10月28日、総務大臣との定例会見を行った。自治労側からは、徳永委員長、加藤副委員長、軍司副委員長、澤田副委員長、岡本書記長、友利書記次長ほかが出席、総務省からは、原口総務大臣、渡辺総務副大臣、小川総務大臣政務官、佐々木公務員部長、丸山公務員課長ほかが出席した。

●冒頭、徳永委員長が別紙の要求書を原口総務大臣に手渡し、その中から、自治体行財政と労使関係改革について、以下のとおり要請した。

（１）自治労としては、「国の役割は対外的な関係や全国に共通する課題に限定し、住民に身近なサービスは自治体で行うべき」との考え方を基本においており、新政権が掲げる「地域主権」の考え方を支持し賛同する。国と地方の対等な関係という分権の基本理念に立ち返り、必要十分な地方税財源の確保を前提とした権限移譲など、抜本的な改革に向けて、最大限の努力を要請する。

（２）公務員制度改革については、国際労働基準に基づく労使関係の改革が伴う改革を求める。今後、恒常的な協議の場を設置するなど、議論を深めていただきたい。

●これに対し、原口総務大臣は以下のとおり回答した。

（１）「公共サービス基本法」を作らせていただいたことにあらためてお礼を申し上げる。今、公共サービス格差が広がっている。貧困の問題は私たちが取り組まなければならない喫緊の課題となっている。

　私たちは「地域主権の確立」を掲げている。三位一体改革によって地方の税財源は大きく落ち込んでいる。総務省として来年度の概算要求の中に1兆1千億、交付税率を上げるということを入れた。基礎自治体を最優先とする国から自治体への権限委譲と、それに見合った税財源が必要だ。また、起債を制限されている状況を放置していいのかと問題提起をしている。地方債がハコモノにしか使えないという問題も、構造的に変えていきたい。

（２）労働基本権の回復については鳩山内閣として推進してまいりたい。自律的労使関係の構築と安定的な住民サービスの確保の観点から、労使双方の意見を十分に調整することが必要だ。そのため、こういった協議の場を大いに持たせていただきたい。今後、公共サービス基本法についてはプログラム法を作りたい。また各自治体では条例化をし、それを現実のものにしていきたいと考えている。

●最後に、徳永委員長より「この間公共サービス基本法の成立に向け、多大なご尽力をいただいたことについて、改めてお礼を申し上げる。次に、基本法の具体化、国民の権利としてのサービス水準の確保と、サービス従事者が誇りを持って仕事をできる雇用環境の整備に向け、努力していただくことを要請する」と要望した。

●引き続き、消防職員に関する定例協議として徳永委員長より、以下のとおり要望した。

公務員の労働基本権を確立するというマニフェストを掲げた民主党を中心とする新政権に、消防職員は大きな期待を寄せている。ＩＬＯ理事会がたびたび勧告している消防職員の団結権問題についても、ぜひ、任期中に解決いただきたい。あわせて、過渡的な制度として、消防職員委員会が、より効果的に役割を果たすよう改善が必要だ。

●これに対し、原口総務大臣は以下のとおり回答した。

消防職員の団結権については、鳩山政権として推進する立場だ。ILOから勧告が何度も出ている状況を放置するのは問題であり、昨日その検討の指示をしたところ。消防職員の団結権のあり方については、国民の理解の下、関係者の意見も聞きながら、積極的に前へ進めていく課題であると認識している。

消防職員委員会についても、今後とも制度の効果的かつ円滑な実施にむけて努力していく。

●最後に、徳永委員長が、「消防職員の団結権問題について、総務大臣から前向きなお話を聞かせていただいたことに感謝する。また、消防に限らず、地方行財政や公務員制度など、総務省とは色々と意見交換をしていきたい。新政権の方針はあると思うが、実務レベルでの協議なども引き続き行わせていただきたい」と述べたのに対し、原口大臣より「「当事者なくして決定なし」ということをしっかり踏まえてまいりたい。実務者の協議についても指示をしていきたい」との回答を受け、この日の要請を終わった。

以上

